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医療機関から在宅へ円滑に移行するための適切な栄養管理に関する実態把握 

及び体制整備へ向けた課題探索のための研究 

 

研究代表者 榎 裕美 日本健康・栄養システム学会 理事 

研究要旨 

【背景と目的】在宅医療の需要増加に伴い、在宅療養者に対する栄養管理の重要性は一層高

まっている。しかしながら、訪問栄養食事指導の実施体制は十分に整備されているとは言い難く、

配食等の食支援と医療における栄養管理との連携も十分に構築されていない。本研究は、在宅

栄養管理体制の実態を把握し、包括的な栄養管理体制の構築に向けた手引書および政策的提

言を作成することを目的とした。 

【方法】①日本生活協同組合連合会等を対象とした配食サービスの実態を調査し、在宅療養者

への食支援の現状と課題を整理した。②在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、在宅療養

支援歯科診療所、都道府県栄養士会栄養ケア・ステーション等計 24 施設の管理栄養士および

関係職種を対象としたインタビュー調査を実施し、多職種および多施設が連携した訪問栄養食

事指導等の構造およびプロセスを明らかにした。さらに、これらの研究成果を踏まえ、③退院支

援から在宅定着期、看取りに至るまでの一貫した栄養管理の実務的指針となる手引書の作成に

向けた検討と、④二次医療圏域単位での管理栄養士の必要数の推計および確保目標の設定等、

医療計画への反映を見据えた提言の整理を行った。 

【結果】①本研究対象の事業者における配食・宅配サービスは、在宅療養者の食品へのアクセ

スや見守りを支える重要な地域資源であったが、栄養管理の視点や医療・介護との連携は十分

ではなかった。②インタビュー調査では、多職種連携が機能している施設の好事例では、早期

の栄養介入が行われ、体重増加、褥瘡の改善、経口摂取の維持・再開、再入院の回避、介護者

負担の軽減等の臨床的に意義のある成果が報告された。一方、管理栄養士の役割に関する理

解・周知の不足に加え、人材確保を促進する上で十分とはいえない報酬体系などが課題として

挙げられた。③令和 6 年度実施の実態調査とインタビュー調査の結果を統合し実務指針となる

手引書（概要版含む）を作成するとともに、④医療計画における二次医療圏域単位での管理栄

養士の確保目標設定、連携拠点機能の強化等を示す提言とテンプレートを作成した。 

【結論】本研究を通じて、退院支援から看取りまでをつなぐ実務的指針となる手引書およ

び医療計画への反映を見据えた提言を作成した。今後は、食支援と医療の連携強化、多職

種連携の推進および人材確保を通じて、地域特性に応じた包括的な在宅栄養管理体制の整

備を進めることが求められる。 
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Ａ．研究目的 

令和 6 年度の研究においては、訪問栄

養食事指導の実施体制が十分に整備され

ていないこと、ならびに管理栄養士の人的

資源の不足が、在宅療養者に対する適切な

栄養管理の提供を阻害する主要な要因であ

ることが明らかとなった。これらの課題は、医

療提供体制の中での問題として整理されて

きたが、在宅療養者の生活実態を踏まえる

と、栄養管理は医療のみならず、食材の確

保や調理、介護負担といった生活基盤と密

接に関連している。 

実際、在宅療養者や独居高齢者におい

ては、食材の入手困難や調理能力の低下、

嚥下機能の低下などにより、適切な食事摂

取が困難となる状況が多く認められる。この

ような状況に対し、配食サービスは、食品へ

のアクセスを支える重要な地域資源として機

能している。また、訪問栄養食事指導にお

いては、多職種連携のもとで早期に栄養課

題を把握し介入することにより、臨床的に有

効なアウトカムが得られることが示唆されて

いるものの、その実施は地域や施設により大

きく異なっている。 

このような背景を踏まえ、本研究では在宅

における栄養管理体制を「生活支援としての

食」と「医療としての栄養管理」の両側面から

捉え直し、配食サービスの実態および多職

種連携に関するインタビュー調査を統合的

に分析することにより、在宅栄養管理の構造

的課題を明らかにすることを目的とした。さら

に、令和６年度の実態調査を踏まえ、現場

で活用可能な手引書の作成および医療計

画への反映を見据えた提言を整理し、実装

可能な体制整備の方向性を提示することを

目指した。 
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Ｂ．研究方法 

①配食サービスの実態を把握するため、日

本生活協同組合連合会および関連団体（以

下、生協）による取り組みを対象とした質的

調査を実施した。インタビュー対象者は在宅

高齢者や買い物困難者に対する食支援活

動を俯瞰的に把握できる立場にある関係者

として、生協事業企画・デジタル推進本部職

員 2 名および（一社）全国コープ福祉事業

連帯機構職員 1 名に協力を得た。なお、対

象地域は、事業拠点の全てとした。半構造

化インタビューを実施し、在宅療養者に対す

る食支援の内容、利用者像、栄養への配

慮、見守り機能、地域差、医療・介護との連

携状況等について整理した。本調査は個人

を特定する情報を収集するものではなく、調

査対象者には調査の目的および研究利用

について説明し、口頭で同意を得たうえで

実施した。 

②多職種および多施設が連携した訪問栄

養食事指導の実態を明らかにするため、在

宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、在

宅療養支援歯科診療所、都道府県栄養士

会栄養ケア・ステーション等、計 24 施設の

管理栄養士および関係職種を対象とした半

構造化インタビュー調査を実施した。インタ

ビューでは、栄養ケア・マネジメントの構造、

介入の契機およびプロセス、実施内容、アウ

トカム、課題等について聴取し、逐語録をも

とに分析を行った。本研究は、日本健康・栄

養システム学会倫理審査委員会の承認を得

て実施した（承認番号 2025A1、令和 7 年 2

月 6 日承認 変更届 令和 7 年 4 月 16 日

承認 ）。 

③令和 6 年度と令和 7 年度の調査結果を踏

まえ、在宅医療における栄養管理の実践を

支援するための手引書の作成に向けた検討

会委員会を設置した。手引書は、退院支援

から在宅療養の定着期、看取りに至るまで

の各段階における栄養管理の考え方と具体

的手法を、多職種連携の視点から体系的に

整理し、概要版の作成も視野に入れ検討し

た。 

④令和 6 年度と令和 7 年度の研究成果を医

療政策に反映させることを目的として、都道

府県医療計画における在宅医療の枠組み

の中で栄養管理を推進するための提言を整

理した。提言では、地域の実情に応じた人

材確保、多職種連携の推進、ICT を活用し

た情報共有体制の整備、数値目標の設定

等について具体的な方向性を示した。 

 

【研究班会議開催状況】 

研究班全体会議 

➢ 第１回班会議：令和 7 年 5 月 13 日 

➢ 第２回班会議：令和 7 年 11 月 20 日 

➢ 第３回班会議：令和 8 年 2 月 20 日 

研究分担班の会議 

➢ 実態調査報告、インタビュー調査打合

せ：令和 7 年 4 月 3 日 

➢ 第１回インタビュー班会議：令和 7 年 5

月 13 日 

➢ 第２回インタビュー班会議：令和 7 年 5

月 14 日 

➢ 令和 7 年度の研究実施に向けた打合

せ（厚生労働省）：令和 7 年 6 月 2 日 

➢ 第１回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 6 月 14 日 

➢ 第２回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 7 月 2 日 

➢ 今後の研究の進め方について打合せ

（厚生労働省）：令和 7 年 7 月 4 日 
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➢ 現場向け手引書に関する意見交換（厚

生労働省）：令和 7 年 10 月 30 日 

➢ 第３回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 11 月 5 日 

➢ 第４回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 11 月 27 日 

➢ 第５回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 8 年 3 月 23 日 

地域の食支援活動の実態把握 

➢ 日本生活協同組合連合会（東京都）ヒ

アリング（対面）: 令和 7 年 12 月 15 日 

 

Ｃ．結果 

①本研究対象の事業者における配食・宅配

サービスは、在宅療養者や独居高齢者に対

して食品へのアクセスを確保する基盤的役

割を担っていることが確認された。特に、買

い物困難者への食材供給や、配達時の見

守り機能など、生活支援としての意義は大き

い。一方で、配食は「1 日 1 食」の補完的利

用が中心であり、配食後の喫食状況や残食

を体系的に把握する仕組みはなく、実際の

栄養摂取状況を評価することが難しい状況

であった。また、食形態や栄養内容に関す

る専門的判断が必要な場面においても、医

療・介護専門職との連携は必ずしも体系化

されていなかった。さらに、中山間地域等に

おける配送コストや人材確保などの地域差

があり、支援ニーズが利用につながらない

「アンメットニーズ」の存在も課題として確認

された。 

②インタビューを実施した 24 施設の対象特

性は表１の通りである。訪問栄養食事指導

等に関するインタビュー調査の結果、訪問

栄養食事指導等を促進する構造的要因とし

て、医療機関・施設として、在宅療養におけ

る栄養ケア・マネジメントの必要性を共有し、

その実施を組織的な取組として明確に位置

づけることにより、管理栄養士が院外で活動

できる体制が整備され、栄養ケア・マネジメ

ントが体系的に実施されていることが確認さ

れた。入院早期から在宅療養を見据えた栄

養評価が行われ、退院支援を契機として訪

問栄養食事指導へと円滑に移行していた。

また、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、リ

ハビリテーション専門職、歯科衛生士、医療

ソーシャルワーカー、介護職、介護支援専

門員等との日常的な情報共有が行われてい

る場合、栄養課題の早期把握と適切な介入

が可能となり、体重増加、褥瘡の治癒、経口

摂取の維持・再開、再入院の回避、介護者

負担の軽減といった臨床的に意義のある成

果が確認された。 

一方で、こうした取組が十分に展開されて

いない施設においては、いくつかの構造的

課題が明らかとなった。第一に、訪問栄養食

事指導の実施に必要な医師の指示書の発

行に至らない事例がみられ、その背景とし

て、制度に関する情報共有や連携体制の不

足、多職種における制度内容・活用意義の

理解不足等が挙げられた。第二に、報酬水

準の制約や業務負担の問題から、管理栄養

士が在宅分野に継続的に関与することが困

難であり、人材確保および配置の問題が大

きな制約となっていた。第三に、地域におけ

る連携ルートが明確でないことから、管理栄

養士不在の医療機関から栄養ケア・ステー

ション等につなぐ連携ルートや役割分担が

十分に明確化されていない状況が認められ

た。 

③令和６年度に実施した実態調査と令和７

年度に実施したインタビュー調査を踏まえ、
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本研究では在宅栄養管理の実装に向けた

具体的枠組みとして手引書を作成した（資

料１）。本手引書では、退院支援、在宅療養

の定着期、看取り期の各段階における栄養

管理のプロセスを明確化するとともに、多職

種連携の具体的方法、情報共有の手段、介

入フロー、記録様式等を体系的に整理し

た。特に、管理栄養士が多職種の中で果た

す役割を明確にし、医療機関から在宅への

移行を起点とした切れ目のない栄養管理の

実践モデルを提示した点に特徴がある。さら

に、栄養管理に関わる多職種が、「誰が」「い

つ」「何を確認し」「どこにつなぐか」を短時間

で共有し、適切な連携を実践するための資

料として手引書・概要版も作成した。 

④さらに、これらの研究成果を政策的に展

開するため、医療計画への反映を想定した

提言を整理した（資料２）。その中では、在宅

療養者の栄養管理ニーズの増加と地域差を

踏まえ、二次医療圏域単位での管理栄養士

の必要数の推計および確保目標の設定、多

職種連携を推進するための拠点機能の強

化、ICT を活用した情報共有体制の整備、

ならびに退院支援、在宅療養の定着期、看

取り期の各段階において、多職種が共通し

て確認すべき栄養リスク、介入・連携の時

期、情報共有項目および評価・記録方法等

の基本的な栄養介入を進めるための手順・

プロセスを明確化する必要性を示した。 

  

Ｄ．考察 

本研究により、在宅療養者に対する栄養

管理体制の課題は、訪問栄養食事指導の

実施率の低さや管理栄養士の不足といった

個別要因に加え、退院時の施設間連携、口

腔・摂食嚥下機能を含む情報共有、管理栄

養士等への連携ルートおよび役割分担が十

分に整備されていないこと、さらに、配食等

の生活支援で把握された栄養上の課題が

医療・介護における栄養管理につながりにく

いことが、相互に関連している可能性が示唆

された。 

配食サービスは、在宅療養者の食品への

アクセスを確保するという点において極めて

重要な役割を担っており、特に独居高齢者

や買い物困難者にとっては、日常生活を支

える不可欠な基盤である。しかしながら、そ

の機能は主として「食の供給」にとどまってお

り、喫食状況や栄養状態の評価、さらには医

療・介護との連携による継続的な栄養管理

には十分に接続されていない。このことは、

在宅療養者の低栄養リスクが顕在化するま

で介入が遅れる要因となり得る。今後は、複

数事業者を対象とした実態を調査していく

必要性がある。 

一方、インタビュー調査により明らかとなっ

たように、本調査で把握した好事例では、多

職種連携のもとで訪問栄養食事指導等が実

施され、体重増加、褥瘡の改善、経口摂取

量の維持・再開、再入院の回避等の臨床的

に意義のある成果が報告された。すなわち、

在宅における栄養管理は、適切なタイミング

で介入されれば、在宅療養の継続および生

活の質の維持・向上に寄与する可能性のあ

る重要な支援であることが示唆された。 

しかしながら、こうした介入が広く展開され

ていない背景には、複数の構造的課題が存

在する。訪問栄養食事指導等の制度内容

や管理栄養士が在宅で担う役割、栄養ケ

ア・マネジメントの必要性について、多職種

への周知が十分でないことに加え、指示書

発行に至るまでの情報共有や連携体制が
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十分に整備されていないことが、介入開始

の遅れにつながっている可能性がある。ま

た、人材確保を促進する上で十分とはいえ

ない報酬体系、地域における連携ルートや

役割分担が明確でないため、医療機関、栄

養ケア・ステーション等の資源が十分に活用

されていない等である。 

これらの課題を踏まえると、在宅栄養管理

の推進においては、個別の制度やサービス

の改善に加え、それらを接続する「構造の再

設計」が必要であると考えられる。具体的に

は、医師による包括的な医学的管理の下で

栄養食事指導を実施する基本的枠組みを

維持しつつ、歯科医師、薬剤師、看護師、リ

ハビリテーション専門職、歯科衛生士、医療

ソーシャルワーカー、介護職、介護支援専

門員、管理栄養士等が把握した栄養リスクを

医師に円滑に情報提供できる仕組みや、指

示書作成に係る事務的負担の軽減策を検

討することなどが求められる。 

本研究において作成した手引書は、この

ような構造を実務として実装するための具体

的指針を示したものであり、退院支援から在

宅定着期、看取り期に至るまでの一貫した

栄養管理のプロセスを、多職種連携のもとで

実践可能な形で提示している。また、提言に

おいては、医療計画の枠組みの中で管理栄

養士の必要数の考え方を明示し、地域単位

での人材確保と体制整備を推進する必要性

を示した。 

さらに、今後の体制整備においては、ICT

を活用した情報共有の仕組みが重要な役割

を果たすと考えられる。在宅療養において

は、患者の状態変化をリアルタイムで把握

し、多職種間で迅速に共有することが、適切

な栄養介入の実施に不可欠である。配食サ

ービスを含む地域資源も含めた情報共有基

盤の整備は、在宅栄養管理の質を向上させ

るうえで重要な要素となる。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、在宅療養者に対する栄養管

理体制の課題を明らかにした。退院支援か

ら看取りまでをつなぐ実務的指針となる手引

書を作成するとともに、医療計画への反映を

見据えた提言を整理した。今後は、食支援と

医療の連携強化、多職種連携の推進および

人材確保を通じて、地域特性に応じた包括

的な在宅栄養管理体制の整備を進める必要

がある。 
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表１ インタビュー実施施設 

 

 

No. 呼称 所在地 種別 法人 インタビュー対象職種 実施日
(診療報酬）在宅患者
訪問栄養食事指導料

(介護報酬）居宅療養
管理指導

1-1 A病院 神奈川県 在宅療養支援病院 社会福祉法人 管理栄養士 令和7年7月15日 〇 〇

1-2 B病院 長野県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年7月1日 〇

1-3 C病院 愛知県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年6月19日 〇 〇

1-4 D病院 愛知県 在宅療養支援病院 社会福祉法人 管理栄養士 令和7年7月7日 〇 〇

1-5 E病院 京都府 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年5月28日 〇 〇

1-6 F病院 大阪府 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年6月16日 〇

1-7 G病院 兵庫県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年6月11日 〇

1-8 H病院 和歌山県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士、看護師 令和7年7月8日 〇 〇

1-9 I病院 岡山県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年6月30日 〇 〇

1-10 J病院 福岡県 在宅療養支援病院 医療法人 管理栄養士 令和7年6月17日 〇

1-11 Kセンター 東京都 その他医療施設 医療法人 管理栄養士 令和7年7月15日 〇 〇

2-1 L診療所 茨城県 在宅療養支援診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年6月16日 〇 〇

2-2 M診療所 茨城県 在宅療養支援診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年6月24日 〇 〇

2-3 N診療所 愛知県 在宅療養支援診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年6月24日 〇 〇

2-4 O診療所 愛知県 在宅療養支援診療所
医療生活
協同組合

管理栄養士 令和7年7月7日 〇 〇

2-5 P診療所 兵庫県 在宅療養支援診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年6月11日 〇 〇

2-6 Q歯科診療所 宮城県 在宅療養支援歯科診療所 個人 管理栄養士 令和7年7月10日

2-7 R歯科診療所 茨城県 在宅療養支援歯科診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年6月27日 〇 〇

2-8 S歯科診療所 神奈川県 在宅療養支援歯科診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年7月4日 〇

2-9 T歯科診療所 三重県 在宅療養支援歯科診療所 医療法人 管理栄養士 令和7年7月8日 〇

3-1 U栄養CS ‐ 栄養CS 公益社団法人 管理栄養士、事務局員 令和7年7月1日 〇 〇

3-2 V栄養CS ‐ 栄養CS 公益社団法人 管理栄養士 令和7年6月23日 〇

3-3 W栄養CS ‐ 栄養CS 公益社団法人 管理栄養士 令和7年7月11日 〇

3-4 X栄養CS ‐ 栄養CS 公益社団法人 管理栄養士 令和7年6月24日 〇
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資料１ 『在宅医療における栄養管理 実践ガイド 

―退院から看取りまでをつなぐ多職種連携推進―』 
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2.  在宅における栄養管理体制の課題 

3.  課題ごとの解決のポイントと具体的な実装方法 

4.  体制整備の進め方（実務フロー） 

5.  今後の展望 
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資料２【都道府県名】医療計画：在宅医療における栄養管理の推進（テンプレート） 

 

1. 現状と課題 

【現状】 
• 2040年を見据えた高い栄養管理ニーズと地域差 高齢者人口は 2040年に向けて増加

し、医療と介護の複合ニーズを抱える 85歳以上人口や独居高齢者が急増する。一

方で、高齢化や人口減少のスピードには地域差があり、「大都市型」「地方都市

型」「人口の少ない地域」といった地域ごとの需要の変化に応じた体制整備が求め

られている。 

• 在宅療養における栄養課題と人材不足 要介護高齢者の多くが栄養障害（リスクを含

む）や摂食・嚥下障害を抱えており、在宅における栄養管理のニーズは高い。しか

し、「在宅患者訪問栄養食事指導」等の算定回数は著しく少なく、訪問指導を行う

体制を有する在宅療養支援病院・診療所は一部にとどまり、管理栄養士の配置が進

んでいない。 

• 退院から在宅療養への移行における課題 病院から在宅への移行において、食事形

態の調整や家族の介護負担などが在宅療養継続の障壁となりやすい。入院中から退

院後の生活を見据え、食支援を含めた多職種連携による退院支援が不可欠である。 

• 生活支援（地域の食支援）と医療の分断 配食や宅配事業は在宅療養者の食を支える

基盤であるが、実際の喫食状況や栄養摂取量の把握は十分ではなく、医療的な「栄

養管理」の視点が必ずしも組み込まれていない実態がある。 

【課題】 
• 地域の実情に応じた人材確保と育成 訪問栄養食事指導を担える管理栄養士が圧倒的

に不足しており、常勤配置の促進と、地域（二次医療圏域や市町村単位）における

計画的な人材育成が急務である。 

• 多職種連携と ICTを活用した情報共有の不足 在宅療養患者の低栄養状態への対応

には、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、リハビリテーション専門職等との連携が

不可欠であるが、多職種間でのリアルタイムな情報共有ツール（ICT等）の導入や

運用ルールの統一が不十分である。 

• 「退院支援」「日常の療養」「看取り」の各フェーズにおける栄養介入の遅れ 制度や管理

栄養士の役割に対する理解不足から、必要な患者への介入が遅れるケースがある。

適切な時期に栄養的介入を行うための、多職種間での共通の価値基準の構築が必要

である。 

2. 推進方策 
• 医療機関等における体制整備と役割強化 在宅医療において積極的役割を担う医療機

関（在宅療養支援病院等）において、入院初期からの退院困難者のスクリーニング

や、退院後の訪問栄養食事指導を行う体制整備を推進する。また、地域の医療機関

や介護保険施設等と連携し、訪問栄養食事指導体制の強化を図る。 

• 管理栄養士の確保と二次医療圏域ごとの推計 専従の管理栄養士 1人あたりの訪問対

応人数（平均約 2人（件）/日）等の実態に基づき、二次医療圏域（または市町村

単位）ごとに栄養管理が必要な患者数を推計し、地域の実態に応じた管理栄養士の

確保を推進する。 

• 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を通じた多職種連携 地域における在宅医療の提

供体制に関する協議の場として「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を活用し、医

療・介護・障害福祉関係者が参画する「顔の見える関係」を構築し、多職種協働に

よる包括的な在宅医療提供体制を推進する。 
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• 地域類型に応じた柔軟なサービス提供体制の構築 人口の少ない地域では、既存資源

の有効活用や事業者間の連携・協働化によるサービスの維持を図る。大都市部では

急増する需要に対応するため、民間の活力や ICT技術を活用した効率的なサービス

基盤を整備する。 

 

3. 数値目標（設定例） 
事後に定量的な比較評価を行えるよう、二次医療圏域（または市町村単位）ごとに、地

域資源の特性に見合った訪問栄養食事指導等の推進方針と、それを支える管理栄養士の確

保目標数を明示する。 

 

（1）訪問栄養食事指導等を担う管理栄養士の確保目標の算出ステップ 
1. 対象者数の推計: 地域の要介護（要支援）認定者数に対し、低栄養またはそのリス

クがある者の割合（50〜70％）※を乗じ、適切な栄養管理が必要な対象者数を推計

する。 ※榎裕美ほか：日本臨床栄養学会 36（2）:124-130（2014）  

2. 年間訪問対応件数の算出: 全ての対象者に対し、例えば「月 2回」の訪問指導を行

うと仮定し、圏域全体で必要な年間対応件数を算出する。 

3. 管理栄養士の必要数の算出: 専従の管理栄養士 1人が 1日に対応できる平均訪問数

（約 2人）に基づき、1人あたりの年間対応件数を「480件（1日 2件×週 5日×4

週×12 ヶ月）」と設定する。圏域全体の年間訪問対応件数をこの 480件で除する

ことで、必要な管理栄養士の規模感を算出する。 

 

なお、上記により算出する人数は、地域における潜在的な栄養管理ニーズに対応するための必要

規模を検討する際の参考値であり、計画期間中に確保すべき目標数と必ずしも一致するものでは

ない。確保目標は、最終的な目標達成時期を設定したうえで、基準年における常勤換算の管理栄

養士数、訪問栄養食事指導等の実施状況、計画期間中の採用・育成・配置転換の見込み、ならび

に栄養ケア・ステーション等との連携により確保可能な体制を踏まえて、段階的に設定する。 

 

（2）各圏域別の目標設定フォーマット 【〇〇二次医療圏】 
• 訪問栄養食事指導を担う管理栄養士の確保数 

現状値：〇〇人（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇人（令和 Y年） 

• 在宅患者訪問栄養食事指導（医療保険）を実施している診療所・病院数 

現状値：〇〇箇所（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇箇所（令和 Y年） 

• 管理栄養士による居宅療養管理指導（介護保険）を実施している事業所数 

現状値：〇〇箇所（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇箇所（令和 Y年） 
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